
公益財団法人日本賃貸住宅管理協会（日管協）

が会員企業に行った調査から日管協短観を発表

しました。（調査対象期間・2021年3月から2022
年4月）この中から興味深いデータや傾向を紹介
します。（この調査では全国を、「首都圏」「関西

圏」「その他のエリア」と3つに分けています）

もっとも気になる「成約賃料」は全体の49.6％
が「変化なし」でしたが、首都圏の単身向け物

件では「下がった」が4割以上と高い数値となり
ました。ここ数年は首都圏でワンルームマンシ

ョンの供給が増加していると言われており、築

古物件を中心に家賃が下落傾向にあるようです。

成約賃料が下がったという回答は、全国平均で

は31.1％、関西圏21.7%、その他のエリアは25.9%
でしたので、首都圏の減少傾向が一番大きいよ

うです。反対にカップルやファミリー向けの需

要は伸びているようで、首都圏の1LDK〜2DKで
「成約賃料が上がった」という回答33.7%、2LDK
以上は41％でした。全国平均でもカップルやフ
ァミリー物件は約3割が「上がった」となってい
るので全国的な傾向のようです。新築分譲マン

ションの価格が高騰して、つられて中古マンシ

ョンも過去最高額まで上昇しているので、買い

控え層が賃貸物件を選んでいることが考えられ

ます。建て替えやリノベーションを検討すると

きに、この傾向を頭に入れておきたいものです。

「少人数世帯の増加、給与収入の減少、在宅勤

務の定着などにより、広めで賃料が低い物件へ

のニーズが増加したと思われる。」と日管協はま

とめています。

賃貸住宅の「居住期間」は、全体の平均は4年1
ヶ月で、単身は3年3ヶ月、ファミリーは5年1ヶ
月でした。これまで通説で4年と言われていまし
たが、この調査で実態に近い数値が判明しまし

た。この全体平均を地域ごとでみると、首都圏

の4年5ヶ月に対して関西圏は4年、その他の全国
エリアでは3年11ヶ月でした。
コロナの影響が気になる「滞納率」は、うっ

かり忘れを除いた2ヶ月以上の滞納率が全国で
0.4%でした。首都圏は0.3％と平均を下回るのに
対し、関西圏、その他のエリアでは0.8％と、平
均の0.4％を大きく上回っています。コロナ禍に
よる収入の減少は、観光収入に頼る地方の方が

影響を受けているのかもしれません。政府によ

る補助が打ち切られつつあるため、今後はより

顕著になっていく可能性があるので留意してお

きたいところです。

最後に、高齢者や障害者や外国人に対する入

居審査時の拒否感について、物件オーナーに調

査しています。高齢者については全国で76.3％が
「拒否感なし」、23.7％が「拒否感あり」となり
ました。地域ごとでは、首都圏の「拒否感なし」

が87.7%（あり12.3%）に対して、関西圏の「拒
否感なし」は47.1%（あり52.9%）、その他のエリ
アの「拒否感なし」43.5%（あり56.5%）と、高
齢者の入居を忌避する傾向が残っていることが

分かりました。世界で最も高齢社会が進んでい

る我が国において、高齢者の住宅確保は社会命

題になっていますが、調査をした日管協は「全

体傾向として、『居室内での死亡事故等に対する

不安』や『家賃の支払いに対する不安』が要因

と思われる。エリア別では各種インフラの整備

状況も影響か。」と考察しています。建物の建て

替え頻度の高い首都圏の方が設備が整いやすい

ので、高齢者の受け入れに対する心理的なハー

ドルが低いのかもしれません。

障害者については全体の75.9%が「拒否感なし」
（あり24.1%）となっています。高齢者と同様に、
関西圏では「拒否感なし」45.2%（あり54.8%）、
それ以外のエリアでは「拒否感なし」41.7%（あ
り58.3%）となっていて、首都圏の「拒否感なし」
87.8%（あり12.2%）と大きな差がありました。
外国人にも同様の傾向があり、全体では「拒

否感なし」73.4%（あり26.6%）で、首都圏では87.8%
が「拒否感なし」（あり12.2%）、関西圏では「拒
否感なし」48.7%（あり51.3%）、さらにその他の
エリアでは「拒否感なし」28.2%（あり71.8%）
と、大きな差がでました。外国籍の住民の多い

首都圏と、ついで多い関西圏に比べると、それ

以外のエリアではまだまだ外国人への抵抗は大

きいのでしょうか。地域によって、はっきりと

した傾向が出ていて興味深い結果となりました。

一方で、全国的なネットワークを持つ大手管

理会社によると、高齢者や障害者や外国人に対

するオーナーの拒否感は年を経るごとに薄れて

いるようで、「以前は管理会社に、高齢者や障害

者や外国人に対する家賃滞納や近隣トラブルの

対応ノウハウが不足していたが、保証会社や多

言語でのコミュニケーションをサポートしてく

れるサービスも出てきている。トラブルは以前

に比べて減っており、そういった実情はオーナ

ーにも浸透しつつある」と語っています。
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相続した賃貸マンションの新米オーナーで

す。年末から空いていた一部屋が１月を過ぎ

ても決まっていません。繁忙期のうちに決めたい

のですが、いまからでも打つ手はありますか？

1月末で空室が決まっていないことに落胆す
る必要はありません。「3月末に入居するのだ

から2月に入ってから探せばいい」というお客様も
多くいるはずです。もちろん、これからでも打つ

手はいくつもあります。ただし本来なら、そのた

めの報告や提案が、募集を任せている不動産会社

からあるべきですね。この対策は大家さんが考え

ることではなく、専門家であるはずの不動産会社

が頭を使うべきテーマだと思います。なので、こ

れからお伝えする内容に基づいて、取り引きのあ

る不動産会社さんと今後の方針を決めてください。

官公庁や学校の年度が3月で切り替わることもあ
り、この時期に移動する世帯が１年で一番多くな

りますので、毎年1月から3月を繁忙期と呼んでい
ます。空室を抱える大家さんはこの時期に決めた

いと願うのは当然ですね。物販店の「大売出し」

のような時期と言えます。ただし、多くのお客様

が賃貸物件を探すからといって、ただ空室を並べ

れば決まるものではありません。「借りたい人が多

い」ということは「貸したい物件も多い」という

ことですから、そこに競争が生まれます。

特にデータはありませんが、繁忙期のお客様の

波はその年によって違う印象があります。後半に

大きな波がくる年もあれば、年明けに大波がきて、2
月後半はパッタリ、という年もありました。今年

がどういう展開になるかは3月が終わってみなけれ
ば分かりません。ここで大事なのは、第一波のお

客様の動向です。昨年末から1月にかけて、大家さ
んの物件の反響状況がどうだったのか？ を知る

ことが第一歩です。分かりやすく言えば「内見さ

れたのか？ されなかったのか？」です。

お客様が動いているのに、大家さんのお部屋が

内見されないとすると、どこに原因があるのでし

ょうか？ まずは、インターネットで選ばれてい

ない、のかもしれません。お客様がインターネッ

トで検索すると、条件に合った一覧が表示され、

その中から気になる物件を選択して詳細ページが

表示され、それが気に入れば問い合わせをします。

この反響を受けて、不動産会社のスタッフが内見

へとつなげます。この流れのどこかで目詰まりを

起こしているのかもしれません。もし「一覧に表

示されていない」なら、物件タイプと賃料設定が

お客様の希望とズレているのかもしれません。「詳

細ページを開いてもらえない」なら、一覧に表示

される情報の訴求が乏しいのかもしれません。そ

して「反響までつながらない」なら、詳細ページ

で物件の特色が訴えきれていないのかもしれませ

ん。写真や間取図や各コメントで、ターゲットと

するお客様に見初めてもらえるように表現できて

いるでしょうか？ これらの分析は、不動産会社

の方で把握しているはずですから確認できます。

年末に「これでよい」とスタートしたわけですが、

結果が芳しくないならば、途中でお客様の反応を

みて修正することができます。内見されていない

なら、修正すべきポイントが必ずあるはずです。

もう一度、「賃料設定は適切か」「賃料以外の条件

に魅力はあるか」「写真や間取図などで魅力を伝え

切れているか」を再チェックしてみてください。

内見されているのに決めてもらえないのは、ど

こに原因があるのでしょうか？ 内見があるとい

うことは、インターネットで選ばれている、不動

産会社で積極的に紹介されている、ということで

しょう。でも、お客様が決めきれない理由が、お

部屋を含む現地にあるのかもしれません。基本的

なことですが、お客様を迎え入れる準備は万全で

しょうか？ まずは清掃状況です。建物のエント

ランスから通路、そして室内が綺麗に保たれてい

るでしょうか。定期的に空気の入れ替えをしてい

るでしょうか。ガランとした部屋では生活のイメ

ージが湧きませんので、玄関マットやスリッパや

カーテンなどを設置するのも良いと思います。大

家さんからのメッセージにも気持ちが動きます。

単に「お部屋を見ていただいてありがとう」と書

いてあるだけでも心が伝わります。せっかく内見

したのに決めてもらえないのは勿体ないです。も

う一歩、お客様の決断の後押しができるような仕

掛け作りに力を注いでみてはどうでしょうか。

ご質問いただいた大家さんは、初めての繁忙期

ということでご心配かもしれませんが、1月末で決
まっていないことに落胆する必要はありません。

ただし、3月初めまでには決める、というゴール設
定はしてください。もし、この時点で不動産会社

から報告や提案がないのなら、大家さんの方から

持ちかけて残り1カ月余りの方針を決めて、具体的
に動いてもらってください。

令和4年12月16日に公表された「令和5年度税制
改正大綱」の中から相続税・贈与税に関する改

正について解説いたします。

相続時精算課税制度（以下、精算課税）につ

いては昨年の10月号で取り上げました。これは、
60歳以上の父母又は祖父母から、贈与者の推定
相続人である18歳以上の子又は孫に贈与した場
合に、累計で2,500万円までは贈与税の負担額な
く贈与できる制度です。2,500万円を超える部分
については、一律20%の贈与税を納付すること
になります。ただし、贈与者である父母または

祖父母などが亡くなった時は、贈与財産の価額

を相続財産に加算して相続税額を計算しなけれ

ばなりません（すでに納付済みの贈与税額は相

続税額から控除されます）。したがって、原則と

して相続税の負担軽減にはならないと言われ、

あまり普及していませんでしたが、この点が改

正されます。改正内容として、現在の累計で2,500
万円という基礎控除額とは別に、毎年課税価格

から110万円を控除することができるようになり
ます。この分は申告も不要で、将来の相続財産

への加算も必要ありません。したがって、年間110
万円以下の贈与であれば、暦年贈与より精算課

税を選択した方が有利になります。

また、贈与財産が不動産の場合、贈与の日から

贈与者の相続税の申告期限までの間に災害によ

って一定の被害を受けた場合は、相続税の課税

価格に加算される不動産の価額は、贈与時の価

額から被害を受けた部分に相当する額を控除し

た残額とされることとなりました。

もうひとつの選択肢である暦年贈与は増税と

なります。相続、遺贈などによって財産を取得

した人が、被相続人からその相続開始前3年以内
に暦年贈与によって取得した財産があるときに

は、その相続税の課税価格に贈与を受けた財産

（贈与時の価額）を加算する必要がありますが、

その期間が3年から7年に延長されます。ただし、7
年間の贈与全額が加算対象になるわけではなく、

4年から7年の贈与財産の合計額から100万円を控
除した残額を加算することとなりました。とも

に2024年1月1日以降に贈与する場合について適
用されます。

この改正によって精算課税と暦年贈与のどち

らを選べばいいのでしょうか？ 精算課税には、

暦年贈与のメリットである年間110万円の非課税
枠が追加され、さらに、暦年贈与のような7年と
いう加算期間はありません。しかも累計2,500万
円（年110万円を除く）という基礎控除もありま
す。これだけを考えると精算課税の方が有利と

思えるのではないでしょうか。しかし、暦年贈

与の方が、相続税・贈与税の総額が抑えられる

ケースもあります。それは、贈与したい資産の

総額が大きく、毎年110万円ずつでは時間がかか
りすぎる場合です。そこで、毎年500万円を18歳
以上の子に10年間にわたって贈与を続けて、そ
の時点で相続が発生したとき、精算課税と暦年

贈与を比較すると図のようになります。

両制度ともに10年間で500万円ずつ計5,000万円
を贈与しましたが、相続財産に加算されるのは

5,000万円のうち、精算課税では3,900万円、暦年
贈与では3,400万円となります。それぞれが10年
間で支払った贈与税は、精算課税では全額、暦

年課税では7年分までが相続税から控除されま
す。これだけでは、どちらの相続税と贈与税の

総額が低くなるかは判断できませんが、かなり

近いことは分かります。さらに贈与する資産額

が高くなり、贈与期間が長くなれば、暦年贈与

の方が有利になることが分かりますね。このよ

うに、どちらを選べば税額が抑えられるか、と

いう問いの答えは、「相続人の数、資産の総額、

贈与の年数によって変わる」ということになり

ます。贈与税と相続税の合計をシミュレーショ

ンすれば最適な答えがでますが、贈与できる年

数は「神のみぞ知る領域」ですので、あくまで

も最適値の予想ということになります。以上が

「令和5年度税制改正大綱」で示された相続税・
贈与税に関する改正についての解説となります。

税理士法人レディング 代表税理士 木村英幸
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